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平成２９年７月２１日
改正　令和２年１月２０日
令和４年３月１４日
１　神奈川労働局長優良賞

次のアに掲げる共通評価事項のすべてを満たし、かつ、イに示す選択評価事項のいずれか一について労働基準監督署長が優秀と認め、神奈川労働局に推薦する事業場又は企業のうち、安全衛生に関する水準が優秀であると認められる事業場又は企業とする。ただし、有期事業の甲型の共同企業体のうち被表彰企業が明確でない等、表彰するにふさわしくないものは対象としない。
ア　共通評価事項
1 安全衛生管理体制が確立し効果的に運用されているとともに、安全衛生規定等の安全衛生に関して順守すべき事項を定め有効に運営されていること
2 トップによる安全衛生方針を明文化して、労働者に周知していること

3 年間安全衛生計画等が策定され、運用が徹底されていること
4 安全衛生管理組織による巡視、指導が適正に実施されていること
5 職業生活全般を通じた各段階における安全衛生教育やパート・アルバイト等に対する安全衛生教育が実施されていること
6 直近の労働者災害補償保険に係る収支率(じん肺等り病の時期の判定が困難なものに対する分を除いた収支率とする)が３０％以下であり、かつ、メリット制適用事業場にあっては、直近の労災保険率決定の際使用したメリット収支率が３０％以下であること(この項については有期事業を除く。)
7 過去３年間(有期事業の場合は工事開始から一貫して)、各年の度数率がそれぞれ各年における同業種の全国平均値と比較して低く、また、強度率がそれぞれ各年における同業種の全国平均値と比較して低いこと
8 過去３年間(有期事業の場合は工事開始から一貫して)、特殊健康診断(じん肺健診及び通達に基づくものを含む。)における新規有所見者(当該事業場における業務に起因しないものを除く。じん肺管理区分の変更を含む。)の発生がなく、有害業務ごとの特殊健康診断における有所見率（当該事業場における業務に起因しないものを除く。）がそれぞれ各年における同業種の全国平均値と比較して低いこと
9 過去３年間(有期事業の場合は工事開始から一貫して)、火災、爆発、崩壊等の災害(構内で発生した下請業者の災害を含む。) 、労働安全衛生法その他安全衛生関係法令の違反による労働災害・事故又は食中毒若しくは伝染病の集団発生がないこと
10 過去３年間(有期事業の場合は工事開始から一貫して)、労働安全衛生法、　じん肺法、作業環境測定法及び労働基準法の重大な違反がなく、かつ、現にこれらの法規の安全衛生関係条項について違反がないこと
11 過去３年間（有期事業の場合は工事開始から一貫して）、過重労働による健康障害防止対策又はメンタルヘルス対策について、重大な違反がなく、かつ、同期間中に過重な仕事が原因で発症した脳・心臓疾患又は仕事による強いストレスなどが原因で発病した精神障害等であって労災保険給付を決定した事案がないこと
12 過去３年間、作業環境測定を単位作業場所ごとに実施していること（作業環境測定法第２条第３号で定める指定作業場がある場合）。また、その結果、第３管理区分と評価された単位作業場所がないこと、又は、あった場合には、当該単位作業場所の翌回の測定において第３管理区分以外に改善されていること（該当する作業がある事業場に限る）
13 過去５年以内に、厚生労働大臣賞を、また過去３年以内に神奈川労働局長奨励賞を受賞していないこと(ただし、この間に、工場の新設等施設の大幅な変更、製品の種類の変更、合併・分社等があった場合はこの限りでない。)
14 直近１年間、障害者法定雇用率を達成していること
15 過去３年以内に、労働者災害補償保険に保険料の滞納・申告漏れ・未納等の問題が認められないこと

16 過去３年以内に、通報・申告・相談等があった場合において、当該事業場又は企業の責めに帰す問題が認められないこと
イ　選択評価事項
次の①から④までの選択評価事項のうち、労働基準監督署長が推薦に当たって選択したいずれか一の事項について評価する。
1 安全確保対策が他の模範であること

　次の(ｱ)から(ｴ)までのすべてを満たすこと。
(1) 　過去３年間、休業災害が発生していないこと
(2)  リスクアセスメントが計画的かつ継続的に実施されており、職場のリスクを低減する取組が活発であること
(3)  創意工夫と労使の協力により実施される安全衛生意識の高揚のための活動が活発であること
(4)  構内に下請企業の労働者が多数作業を行っている事業場においては、総合的な安全衛生管理の確立等により、当該下請事業場の災害発生率等の安全成績が良好なこと
2 健康確保（有害物）対策が他の模範であること

　次の(ｱ)から(ｴ)までのすべてを満たすこと。
(1) 有害な作業環境及び一般的作業環境について、適正な測定及び評価を実施し、その結果発見された問題点の改善が行われていること等有害業務に係る作業環境管理が良好なこと
(2) 作業方法の改善、保護具の着用及び保守管理等作業管理が良好なこと
(3) 特殊健康診断(じん肺健診及び通達に基づくものを含む。)を確実に実施し、かつ、これらの結果に基づく就業上の措置等健康管理が良好なこと
(4) 化学物質製造・取扱事業場においては、化学物質管理（「化学物質等による危険性又は有害性等の調査等に関する指針」に基づく措置やラベル・ＳＤＳを活用した労働者教育等）が良好なこと
③　健康確保（健康保持増進等）対策が他の模範であること
次の(ｱ)から(ｵ)までのすべてを満たすこと。
(1) 事業場全体の労働の負荷を軽減するための計画を策定し実施している等、過重労働による健康障害防止対策に係る取組状況が良好なこと
(2) 労働者の心の健康保持増進のための指針に基づく取組等、メンタルヘルス対策に係る取組状況が良好なこと
(3) 健康の保持増進計画が策定・履行されており、健康教育及び健康相談の継続的な取組状況（スタッフの育成含む）が良好なこと
(4) 職場の受動喫煙防止対策として、全面禁煙（敷地内全面禁煙、屋内全面禁煙）又は喫煙室の設置による空間分煙を講じており、当該措置の履行状況やその他の受動喫煙防止対策の取組（相談体制の整備、教育、周知啓発等）が良好なこと
(5) 快適職場推進計画が策定・履行されており、快適職場指針に示されている快適な職場環境の形成についての目標に関する事項に掲げられている４つの事項のすべてについての取組状況が良好なこと
２　神奈川労働局長奨励賞
次のアに掲げる共通評価事項のすべてを満たし、かつ、イに示す選択評価事項のいずれか一について各労働基準監督署長が良好と認め、神奈川労働局に推薦する事業場又は企業のうち、安全衛生に関する水準が良好で改善のための取組が他の模範であると認められる事業場又は企業とする。ただし、有期事業の甲型の共同企業体のうち被表彰企業が明確でない等表彰するにふさわしくないものは対象としない。　
ア　共通評価事項
1 安全衛生管理体制が確立し効果的に運用されているとともに、安全衛生規定等の安全衛生に関して順守すべき事項を定め有効に運営されていること
2 トップによる安全衛生方針を明文化して労働者に周知していること

3 年間安全衛生計画等が策定され、有効に運用されていること
4 安全衛生管理組織による巡視、指導、が適正に実施されていること
5 職業生活全般を通じた各段階における安全衛生教育やパート・アルバイト等に対する安全衛生教育が実施されていること
6 直近の労働者災害補償保険に係る収支率(じん肺等り病の時期の判定が困難なものに対する分を除いた収支率とする)が４０％以下であり、かつ、メリット制適用事業場にあっては、直近の労災保険率決定の際使用したメリット収支率が４０％以下であること(この項については有期事業を除く。)
7 過去３年間(有期事業の場合は工事開始から一貫して)、各年の度数率がそれぞれ各年における同業種の全国平均値と比較して低く、また、強度率がそれぞれ各年における同業種の全国平均値と比較して概ね低いこと
8 過去３年間(有期事業の場合は工事開始から一貫して)、特殊健康診断(じん肺健診及び通達に基づくものを含む。)における新規有所見者(当該事業場における業務に起因しないものを除く。じん肺管理区分の変更を含む。)の発生がほとんどなく、有害業務ごとの特殊健康診断における有所見率（当該事業場における業務に起因しないものを除く。）がそれぞれ各年における同業種の全国平均値と比較して概ね低いこと
9 過去３年間(有期事業の場合は工事開始から一貫して)、火災、爆発、崩壊等の災害(構内で発生した下請業者の災害を含む。) 、労働安全衛生法その他安全衛生関係法令の違反による労働災害・事故又は食中毒若しくは伝染病の集団発生がないこと
10 過去３年間(有期事業の場合は工事開始から一貫して)、労働安全衛生法、じん肺法、作業環境測定法及び労働基準法の重大な違反がなく、かつ、現にこれらの法規の安全衛生関係条項について違反がないこと
11 過去３年間（有期事業の場合は工事開始から一貫して）、過重労働による健康障害防止対策又はメンタルヘルス対策について、重大な違反がなく、かつ、同期間中に過重な仕事が原因で発症した脳・心臓疾患又は仕事による強いストレスなどが原因で発病した精神障害等であって労災保険給付を決定した事案がないこと
12 過去３年間、作業環境測定を単位作業場所ごとに実施していること（作業環境測定法第２条第３号で定める指定作業場がある場合）。また、その結果、第３管理区分と評価された単位作業場所がないこと、又は、あった場合には、当該単位作業場所の翌回の測定において第３管理区分以外に改善されていること（該当する作業がある事業場に限る）
13 過去５年以内に、厚生労働大臣賞を受賞していないこと(ただし、この間に、工場の新設等施設の大幅な変更、製品の種類の変更、合併・分社等があった場合はこの限りでない。)
14 直近１年間、障害者法定雇用率を達成していること
15 過去３年以内に、労働者災害補償保険に保険料の滞納・申告漏れ・未納等の問題が認められないこと
16 過去３年以内に、通報・申告・相談等があった場合において、当該事業場又は企業の責めに帰す問題が認められないこと
イ　選択評価事項

次の①から④までの選択評価事項のうち、各労働基準監督署長が推薦に当たって選択したいずれか一の事項について評価する。
1  安全確保対策が他の模範であること
次の(ｱ)から(ｴ)までのすべてを満たすこと。

(1) 過去３年間、休業災害が発生していないこと
(2) リスクアセスメントが計画的かつ継続的に実施されており、職場のリスクを低減する取組が活発であること

(3) 創意工夫と労使の協力により、実施される安全衛生意識の高揚のための活動が活発であること　

(4) 構内に下請企業の労働者が多数作業を行っている事業場においては、総合的な安全衛生管理の確立等により、当該下請事業場の災害発生率等の安全成績が良好なこと
②　健康確保（有害物）対策が他の模範であること

次の(ｱ)から(ｵ)までのすべてを満たすこと。
(1) 有害な作業環境及び一般的作業環境について、適正な測定及び評価を実施し、その結果発見された問題点の改善が行われていること等有害業務に係る作業環境管理が良好なこと
(2) 作業方法の改善、保護具の着用及び保守管理等作業管理が良好なこと

(3) 特殊健康診断(じん肺健診及び通達に基づくものを含む。)を確実に実施し、かつ、これらの結果に基づく就業上の措置等健康管理が良好なこと

(4) 化学物質製造・取扱事業場においては、化学物質管理（「化学物質等による危険性または有害性等に関する指針」に基づく措置やラベル・ＳＤＳを活用した労働者教育等）が良好なこと
③　健康確保（健康保持増進等）対策が他の模範であること
次の(ｱ)から(ｵ)までのすべてを満たすこと。
(1) 事業場全体の労働の負荷を軽減するための計画を策定し実施している等、過重労働による健康障害防止対策に係る取組状況が良好なこと
(2) 労働者の心の健康保持増進のための指針に基づく取組等、メンタルヘルス対策に係る取組状況が良好なこと
(3) 健康の保持増進計画が策定・履行されており、健康教育及び健康相談の継続的な取組状況（スタッフの育成含む）が良好なこと
(4) 職場の受動喫煙防止対策として、全面禁煙（敷地内全面禁煙、屋内全面禁煙）又は喫煙室の設置による空間分煙を講じており、当該措置の履行状況やその他の受動喫煙防止対策の取組（相談体制の整備、教育、周知啓発等）が良好なこと
(5) 快適職場推進計画が策定・履行されており、快適職場指針に示されている快適な職場環境の形成についての目標に関する事項に掲げられている４つの事項のすべてについての取組状況が良好なこと
３　神奈川労働局長団体賞
次の①から⑥までのすべてについて労働基準監督署長が良好と認め、神奈川労働局に推薦する団体の中、安全衛生活動を活発に推進し、関係事業場の安全衛生水準の向上に取組んだ団体とする。

1 当該団体の組織が確立され、かつ、相当の恒常性を有すること
2 具体的な災害防止計画や労働衛生管理に関する活動計画が樹立され、その実施状況が良好であること
3 当該団体に加入している事業場の過去２年間における各年の度数率の業種別平均値が、それぞれ各年における同業種の全国平均値より低いこと
4 団体を構成する個々の事業場に著しく安全衛生水準の低いものがないこと
5 過去２年前から現在までに、当該団体及びこれに加入している事業場について、労働安全衛生法、じん肺法、作業環境測定法及び労働基準法の重大な違反がないこと
6 団体を構成する個々の事業場が、公害関係で社会的問題を起こしていないこと
４　神奈川労働局長功績賞
事業者団体等の役員、労働組合の役員、経営者、学識経験者等であって、地域の中で、地域、団体又は関係事業場における安全衛生活動において指導的立場にあり、当該地域、団体又は関係事業場の安全衛生水準の向上発展に貢献をした個人とする。ただし、過去に叙勲による勲章を受けた者及び同一の事由で褒章条例による褒章を受けた者を除く。
５　神奈川労働局長安全衛生推進賞
地域の中で、長年にわたり安全衛生関係の業務に従事し、地域、団体又は関係事業場の安全衛生水準の向上発展に貢献をした個人とする。ただし、過去に叙勲による勲章を受けた者及び同一の事由で褒章条例による褒章を受けた者を除く
６　その他
各労働基準監督署長は、神奈川労働局長賞候補の推薦に当たっては、以下に留意するものとする。
1 各賞の表彰数については、本省の示す「厚生労働大臣・都道府県労働局長表彰基準」本文中の３に基づく数とする
2 優良賞及び奨励賞の推薦に際しては、中小規模事業場について積極的な推薦に配意すること
3 優良賞及び奨励賞の推薦に際しては、労働安全衛生マネジメントシステムを導入しているなど、特に安全衛生管理が優秀と認められる事業場又は企業については、奨励賞からの段階を踏むことなく、積極的に優良賞を推薦すること 
4 功績賞及び安全衛生推進賞の推薦に際しては、行政職員経験者は対象としないこと

5 推薦後、表彰を不適当とする事態が発生した場合には、直ちに神奈川労働局あて連絡すること
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